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議案第２７号 

令 和 ４ 年 度 神 崎 町 水 道 事 業 会 計 予 算 

（総 則） 

第１条 令和４年度神崎町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

(1) 当年度末給水戸数  ２，０７７戸 

(2) 年間総給水量 ５１３，０００㎥ 

(3) 一日平均給水量  １，４００㎥ 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 収  入 

第１款 水道事業収益 ２２４，１４３千円 

第１項 営業収益 １２０，３１３千円 

第２項 営業外収益 １０３，８３０千円 

 支  出 

第１款 水道事業費用 ２０１，９８７千円 

第１項 営業費用 １８５，４１７千円 

第２項 営業外費用 ９，５７０千円 

第３項 予備費 ７，０００千円
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 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

（資本的収入額が資本的支出額に対し、不足する額５９，８１２千円は、消費税及び地方消費税資本的

収支調整額１，８４０千円及び損益勘定留保資金５７，９７２千円で補てんするものとする。） 

収            入 

第１款 資本的収入 ３千円 

第１項 負担金 ３千円 

 支  出 

第１款 資本的支出 ５９，８１５千円 

第１項 建設改良費  ４，６２２千円 

第２項 固定資産取得費  ８，８０６千円 

第３項 企業債償還金 ３９，３８７千円 

第４項 予備費 ７，０００千円 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第５条 予定支出の各項の経費の金額を流用することが出来る場合は、次のとおりと定める。 

(1) 消費税

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第６条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経

費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

(1) 職員給与費           ３９，９３０千円 

(2) 交際費                 ３０千円 
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 （他会計からの補助金） 

第７条 高料金対策のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、２５，０００千円と定める。 

 （たな卸資産の購入限度額） 

第８条 たな卸資産の購入限度額は、９９２千円と定める。 

令和４年３月２日提出 

神崎町長 椿 等 
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注記表 

１重要な会計方針に係る事項 
（１）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

たな卸資産は、水道事業にて使用する材料及び量水器であるため、先入先出法による原価法を採用する。 
（２）有形固定資産の減価償却の方法 

償却方法は、すべて定額法を採用している。 
・主な耐用年数

構築物 １０年～６０年
機械及び装置 ５年～２０年
工具・器具及び備品 ２年～８年
車両運搬具 ３年～５年

（３）引当金の計上方法 
イ 退職給付引当金

退職給付引当金については、退職手当の全額を一般会計が負担するため、引当金を計上しない。
ロ 賞与引当金

職員の期末手当、勤勉手当、賞与に係る法定福利費の費用について、当事業年度に帰属する額を計上
している。

ハ 貸倒引当金
債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒懸念債権について貸倒実績等により貸倒見積高を算定
し計上している。

（４）消費税等会計処理 
 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜処理によっている。 

（５）リース会計について 
 新会計適用年度以前にリース契約に基づくリース期間が開始された契約であるため、引き続き通常の賃貸
借取引に係る方法に準じた会計処理を行う。 

２予定キャッシュフロー計算書等に関する注記 
（１）重要な非資金取引 

該当なし 
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収　入

款 項 目 予 定 額 （ 千 円 ） 備 考

1.水道事業収益 224,143 

1.営業収益 120,313 

1.給水収益 120,167  水道料金収入

2.受託工事収益 10  受託工事収入

3.その他営業収益 136  設計審査及び工事検査手数料等

2.営業外収益 103,830 

1.受取利息 1  預金利息

2.給水申込負担金 2,310  新規加入者等申込負担金

3.県補助金 12,073  市町村水道総合対策事業補助金

4.他会計補助金 25,000  一般会計補助金（高料金対策）

5.長期前受金戻入 64,445  補助金による資産取得分の減価償却費の見合い分の収益化

6.雑収益 1 

令和４年度神崎町水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出
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支　出

款 項 目 予 定 額 （ 千 円 ） 備 考

1.水道事業費用 201,987 

1.営業費用 185,417 

1.原水及び浄水費 42,947  取水、導水、浄水設備等の維持管理に要する費用

2.配水及び給水費 10,298  配水、給水設備等の維持管理に要する費用

3.受託工事費 3  給水装置の受託工事に要する費用

4.総係費 39,184  事業活動の全般に関連する費用

5.減価償却費 92,964  固定資産の償却費

6.資産減耗費 20  固定資産除却費

7.その他営業費用 1 

2.営業外費用 9,570 

1.支払利息及び諸費 5,162  企業債利息

2.消費税 4,398  消費税及び地方消費税

3.雑支出 10 

3.予備費 7,000 

1.予備費 7,000 
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収　入

款 項 目 予 定 額 （ 千 円 ） 備 考

1.資本的収入 3 

1.負担金 3 

1.負担金 3  工事負担金、開発負担金、他会計負担金

資本的収入及び支出
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支　出

款 項 目 予 定 額 （ 千 円 ） 備 考

1.資本的支出 59,815 

1.建設改良費 4,622 

1.浄・配水施設改良費 4,622  配水施設改良事業

2.固定資産取得費 8,806 

1.機械及び装置費 886  設備機械及び量水器設置費用

2.工具器具及び備品購入費 7,920  備品等購入費用

3.企業債償還金 39,387 

1.企業債償還金 39,387  企業債償還金元金

4.予備費 7,000 

1.予備費 7,000 
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１　総　括

※　（　　）内は、短時間勤務職員について外書きしたものである。

（単位：千円）

特 殊 勤 務
手 当

0 

0 

0 

給　与　費　明　細　書

給 与 費

本

年

度

前

年

度

比

較

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合 計

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合 計

資 本 勘 定 支 弁 職 員

特 別 職
（ 人 ）

 

 10

区 分

 

 10

職 員 数

合 計

損 益 勘 定 支 弁 職 員

 10

 

 10

　（１）
　6

　（１）
　6

手 当
（ 千 円 ）

一 般 職
（ 人 ）

23,411 10,194 

23,411 10,194 
　（１）
　6

1,478 

 

1,478 

計
（ 千 円 ）

6,623 

 

35,083 

報 酬
（ 千 円 ）

給 料
（ 千 円 ）

法定福利費
（ 千 円 ）

35,083 

20,460 

20,460 

1,686 

10,097 

10,097 

8,771 

8,844 

2,951 97 

472 

97 2,951 

2,840 

0 

△ 208 

時 間 外
勤 務 手 当

448 

通 勤 手 当

0 

△ 208 

扶 養 手 当

0 手 当 の
内 訳

区 分

本年度

前年度

比 較

 

0 

地 域 手 当管理職手当

0 0 0 24 0 

78 

611 

800 0 

78 

　（　）

800 

32,243 

期末･ 勤勉
手 当

32,243 
　（１）
　6

1,686 

　（　）

6,012 

6,012 

0 

38,255 

3,451 

0 0 73 

0 

38,255 

3,451 611 

住 居 手 当

合 計
（ 千 円 ）

6,623 

0 

2,840 

児 童 手 当

41,706 

 

41,706 
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ア　　会計年度任用職員以外の職員

※　（　　）内は、短時間勤務職員について外書きしたものである。

（単位：千円）

特 殊 勤 務
手 当

0 

0 

0 136 0 0 比 較 0 0 0 26 0 

0 

前年度 0 78 0 434 800 8,430 0 0 

住 居 手 当 児 童 手 当

本年度 0 78 0 460 800 8,566 0 

611 3,774 

手 当 の
内 訳

区 分 管理職手当 扶 養 手 当 地 域 手 当 通 勤 手 当
時 間 外

勤 務 手 当
期末･ 勤勉

手 当

合 計
　（　）

50 2,951 162 3,163 

162 3,163 611 3,774 

資 本 勘 定 支 弁 職 員  
比

較

損 益 勘 定 支 弁 職 員
　（　）

50 2,951 

合 計  10
　（　）
　6

100 20,460 9,742 30,302 6,004 36,306 

6,004 36,306 

資 本 勘 定 支 弁 職 員  
　（　）

6,615 40,080 

前

年

度

損 益 勘 定 支 弁 職 員  10
　（　）
　6

100 20,460 9,742 30,302 

  

合 計  10
　（　）
　6

150 23,411 9,904 33,465 

9,904 33,465 6,615 40,080 

資 本 勘 定 支 弁 職 員  
　（　）

  

報 酬
（ 千 円 ）

給 料
（ 千 円 ）

手 当
（ 千 円 ）

計
（ 千 円 ）

本

年

度

損 益 勘 定 支 弁 職 員  10
　（　）
　6

150 23,411 

区 分

職 員 数 給 与 費
法定福利費

（ 千 円 ）

合 計
（ 千 円 ）特 別 職

（ 人 ）

一 般 職
（ 人 ）
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イ　　会計年度任用職員

※　（　　）内は、短時間勤務職員について外書きしたものである。

（単位：千円）

0 

0 

△ 323 

△ 323 

比 較 0 △ 2 △ 63 

前年度 0 14 341 

0 12 278 

△ 323 0 △ 65 

時 間 外
勤 務 手 当

0 手 当 の
内 訳

区 分
特 殊 勤 務

手 当
通 勤 手 当 期 末 手 当

合 計
　（　）

△ 258 

本年度

資 本 勘 定 支 弁 職 員  

1,949 

比

較

損 益 勘 定 支 弁 職 員
　（　）

△ 258 △ 65 △ 323 0 

合 計
　（１）

1,586 355 1,941 8 

1,941 8 1,949 

資 本 勘 定 支 弁 職 員

1,618 8 1,626 

前

年

度

損 益 勘 定 支 弁 職 員
　（１）

1,586 355 

   

合 計
　（１）

1,328 290 

290 1,618 8 1,626 

資 本 勘 定 支 弁 職 員  

一 般 職
（ 人 ）

報 酬
（ 千 円 ）

給 料
（ 千 円 ）

手 当
（ 千 円 ）

計
（ 千 円 ）

本

年

度

損 益 勘 定 支 弁 職 員
　（１）

1,328 

区 分

職 員 数 給 与 費
法定福利費

（ 千 円 ）

合 計
（ 千 円 ）特 別 職

（ 人 ）
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２　給料及び手当の増減額の明細

区 分
増 減 額

( 千 円 )
説 明 備 考

給与改定に伴う増減分

昇給及び昇格に伴う増加分 1,158 

 その他の増減分 1,793 
人事異動による増減　　　　 1,840千円
給料減額支給措置　  　　　　△47千円 4～7級　△3.0％・R4.4月分

制度改正に伴う増減分 △ 702 期末勤勉手当　　　　　  　　 △702千円 勤勉手当率改定　△0.15月分

 その他の増減分 864 
人事異動による増減
期末勤勉手当                　838千円
通勤手当                       26千円

※この表には、会計年度任用職員を含まない。

増 減 事 由 内 訳
( 千 円 )

給 料 2,951 

162 手 当
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３　給料及び手当の状況

(１)職員一人当たり給与

一 般 行 政 職

314,683 

322,148 

43.0 

294,756 

302,452 

41.0 

(２)初任給

高 校 卒

大 学 卒 188,700 188,700

一 般 行 政 職 （ 円 ）
一 般 会 計 の 制 度

一 般 行 政 職 ( 円 )

154,900154,900

令 和 ４ 年 １ 月 １ 日 現 在

令 和 ３ 年 １ 月 １ 日 現 在

区 分

区 分

平 均 給 料 月 額 ( 円 )

平 均 給 与 月 額 ( 円 )

平 均 年 齢 ( 才 )

平 均 給 料 月 額 ( 円 )

平 均 給 与 月 額 ( 円 )

平 均 年 齢 ( 才 )
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(３)級別職員数

（　） 2 （　） 33.3 

（　） （　）

（　） （　）

（　） 1 （　） 16.7 

（　） （　）

（　） 3 （　） 50.0 

（　） （　）

（　） 6 （　） 100.0 

（　） 1 （　） 20.0 

（　） 1 （　） 20.0 

（　） （　）

（　） 1 （　） 20.0 

（　） 1 （　） 20.0 

（　） 1 （　） 20.0 

（　） （　）

（　） 5 （　） 100.0 
　（　　）は再任用職員の場合

（級別の標準的な職務内容）

令 和 ３ 年 １ 月 １ 日

令 和 ４ 年 １ 月 １ 日

４ 級

一 般 行 政 職

１ 級 ２ 級

主 事

技 師

主 事

技 師
副 主 査

２ 級

課 長 補 佐

６ 級

区 分
級 職 員 数 （ 人 ） 構 成 比 （ ％ ）

一 般 行 政 職

区 分

６ 級

３ 級

計

３ 級

課 長

主 幹

３ 級 ５ 級 ７ 級

主 任 主 事

主 任 技 師

５ 級

係 長

４ 級

７ 級

６ 級

１ 級

５ 級

４ 級

２ 級

１ 級

７ 級

計
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(４)昇給

合 計 一 般 行 政 職

6 6 

4 4 

２号給　(人) 

３号給　(人) 

４号給　(人) 4 4 

６号給　(人) 

８号給　(人)   

66.7 66.7

6 6 

5 5 

２号給　(人) 

３号給　(人) 

４号給　(人) 5 5 

６号給　(人) 

８号給　(人) 

83.3 83.3 

昇 給 に 係 る 職 員 数 （ Ｂ ） （ 人 ）

比 率 ( Ｂ ) ／ ( Ａ ) ( ％ )

号 給 数 別 内 訳

号 給 数 別 内 訳

職 員 数 ( Ａ )( 人 )

昇 給 に 係 る 職 員 数 （ Ｂ ） （ 人 ）

区 分

本

年

度

前

年

度

比 率 ( Ｂ ) ／ ( Ａ ) ( ％ )

職 員 数 ( Ａ )( 人 )

－16－



(５)期末手当・勤勉手当

※　（　　）内は、再任用職員に係る支給率である。

一 般 会 計 の 制 度

本 年 度

前 年 度

区 分
支 給 期 別 支 給 率

６月（月分）

(1.125)
2.15

(1.175)
2.225

１２月（月分）

(2.25)
4.3

有

支 給 率 計
( 月 分 )

職制上の段階、職務の
級 等 に よ る 加 算 措 置

備 考

(2.35)
4.45

有

(2.25)
4.3

有

(1.125)
2.15

(1.125)
2.15

(1.175)
2.225

(1.125)
2.15
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(６)定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

(７)その他の手当

備 考

区 分
２０年勤続の者

(月分)
２５年勤続の者

(月分)
３５年勤続の者

(月分)
最　高　限　度
(月分)

47.709

そ の 他 の 加 算 措 置 等

・定年前早期退職特例措置
　　(2%～20%の加算)

47.709

支 給 率 等 24.586875

一般会計の制度
( 支 給 率 等 )

24.586875 33.27075 47.709

33.27075 47.709

管 理 職 手 当

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と 異 同

地 域 手 当

住 居 手 当

時 間 外 勤 務 手 当

同 じ

同 じ

同 じ

同 じ

同 じ

同 じ

通 勤 手 当

扶 養 手 当

備 考

・定年前早期退職特例措置
　　(2%～20%の加算)

差 異 の 内 容

－18－



１
．

 
                        

円
 

                        
円

 
                        

円

(１
)

給
水

収
益

1
1
0
,3

8
0
,0

6
5
 

(２
)

受
託

工
事

収
益

0
 

(３
)

そ
の

他
営

業
収

益
1
0
0
,0

0
0
 

1
1
0
,4

8
0
,0

6
5
 

２
．

(１
)

原
水

及
び

浄
水

費
3
6
,0

5
7
,9

2
5
 

(２
)

配
水

及
び

給
水

費
1
0
,1

2
5
,0

2
9
 

(３
)

受
託

工
事

費
0
 

(４
)

総
係

費
3
5
,1

6
3
,4

2
9
 

(５
)

減
価

償
却

費
9
1
,8

9
8
,4

9
7
 

(６
)

資
産

減
耗

費
0
 

(７
)

そ
の

他
営

業
費

用
0
 

1
7
3
,2

4
4
,8

8
0
 

営
業

損
失

6
2
,7

6
4
,8

1
5

３
．

(１
)

受
取

利
息

及
び

配
当

金
0
 

(２
)

給
水

申
込

負
担

金
2
,7

3
0
,0

0
0
 

(３
)

県
補

助
金

8
,7

6
2
,0

0
0
 

(４
)

他
会

計
補

助
金

2
5
,0

0
0
,0

0
0
 

(５
)

長
期

前
受

金
戻

入
6
4
,0

4
4
,5

3
6
 

(６
)

消
費

税
還

付
金

9
3
4
,3

0
0
 

(７
)

雑
収

益
2
3
1
,1

9
7
 

1
0
1
,7

0
2
,0

3
3
 

４
．

(１
)

支
払

利
息

6
,1

2
2
,7

0
7
 

(２
)

雑
支

出
1
,6

0
0
 

6
,1

2
4
,3

0
7
 

9
5
,5

7
7
,7

2
6
 

経
常

利
益

3
2
,8

1
2
,9

1
1
 

５
．

過
年

度
損

益
修

正
損

0

当
年

度
純

利
益

3
2
,8

1
2
,9

1
1

前
年

度
繰

越
利

益
剰

余
金

1
8
5
,3

9
8
,4

7
4

当
年

度
未

処
分

利
益

剰
余

金
2
1
8
,2

1
1
,3

8
5

営
業

外
収

益

営
業

外
費

用

特
別

損
失

令
和

３
年

度
神

崎
町

水
道

事
業

予
定

損
益

計
算

書

（
令

和
３

年
４

月
１

日
か

ら
令

和
４

年
３

月
３

１
日

ま
で

）

営
業

収
益

営
業

費
用

－19－



１
．

円
円

円
円

(１
)

イ
土

地
1
2
2
,7

7
8
,5

9
6

ロ
建

物
1
5
1
,7

8
2
,8

2
7

減
価

償
却

累
計

額
4
3
,2

2
9
,0

2
7

1
0
8
,5

5
3
,8

0
0

ハ
構

築
物

2
,7

3
3
,5

1
3
,4

0
7

減
価

償
却

累
計

額
1
,4

4
3
,6

6
4
,7

6
4

1
,2

8
9
,8

4
8
,6

4
3

ニ
機

械
及

び
装

置
9
3
1
,7

1
0
,0

7
9

減
価

償
却

累
計

額
5
7
9
,1

3
9
,0

5
3

3
5
2
,5

7
1
,0

2
6

ホ
車

輌
及

び
運

搬
具

5
,6

8
1
,0

0
8

減
価

償
却

累
計

額
5
,3

9
6
,9

5
8

2
8
4
,0

5
0

ヘ
工

具
器

具
及

び
備

品
9
,7

8
1
,2

5
9

減
価

償
却

累
計

額
5
,4

5
9
,2

7
5

4
,3

2
1
,9

8
4

ト
建

設
仮

勘
定

5
,1

7
4
,7

6
8

有
形

固
定

資
産

合
計

1
,8

8
3
,5

3
2
,8

6
7

(２
)

イ
電

話
加

入
権

8
1
8
,4

0
0

無
形

固
定

資
産

合
計

8
1
8
,4

0
0

固
定

資
産

合
計

1
,8

8
4
,3

5
1
,2

6
7

２
．

(１
)

2
2
8
,9

2
2
,0

3
3

(２
)

5
,4

5
2
,3

5
2

(３
)

1
,7

5
8
,7

8
1

2
3
6
,1

3
3
,1

6
6

2
,1

2
0
,4

8
4
,4

3
3

未
収

金

貯
蔵

品

流
動

資
産

合
計 令

和
３

年
度

神
崎

町
水

道
事

業
予

定
貸

借
対

照
表

資
　

産
　

の
　

部

（
令

和
４

年
３

月
３

１
日

）

現
金

預
金

固
定

資
産

流
動

資
産

無
形

固
定

資
産

有
形

固
定

資
産

資
産

合
計

－20－



３
．

(１
)

2
0
3
,2

7
4
,9

7
1

(２
)

1
,0

0
0
,0

0
0

2
0
4
,2

7
4
,9

7
1

４
．

(１
)

3
9
,3

8
6
,5

3
8

(2
)

3
,9

7
4
,9

3
4

(3
)

3
,0

6
4
,1

3
9

4
6
,4

2
5
,6

1
1

５
．

(１
)

2
,6

7
9
,2

2
1
,0

2
2

(２
)

1
,2

9
6
,9

5
2
,9

0
1

1
,3

8
2
,2

6
8
,1

2
1

1
,6

3
2
,9

6
8
,7

0
3

６
．

2
3
7
,2

0
4
,5

7
6

７
．

(1
)

3
2
,0

9
9
,7

6
9

(2
)

イ
当

年
度

未
処

分
利

益
剰

余
金

2
1
8
,2

1
1
,3

8
5

2
1
8
,2

1
1
,3

8
5

2
5
0
,3

1
1
,1

5
4

4
8
7
,5

1
5
,7

3
0

2
,1

2
0
,4

8
4
,4

3
3

※
退

職
給

付
引

当
金

に
つ

い
て

は
、

退
職

手
当

は
一

般
会

計
負

担
の

た
め

引
当

は
行

っ
て

い
な

い
。

資
本

剰
余

金

利
益

剰
余

金

剰
余

金
合

計

資
　

本
　

の
　

部

固
定

負
債

合
計

長
期

前
受

金

引
当

金

負
債

合
計

収
益

化
累

計
額

預
　

　
　

　
　

 　
　

り
　

　
　

　
　

 　
　

金

企
業

債

負
　

債
　

の
　

部

流
動

負
債

合
計

固
定

負
債

流
動

負
債

未
払

金

資
本

合
計

負
債

資
本

合
計

剰
余

金

資
本

金

利
益

剰
余

金
合

計

繰
延

収
益

合
計

繰
延

収
益

企
業

債

－21－



１
．

円
円

円
円

(１
)

イ
土

地
1
2
2
,7
7
8
,5
9
6

ロ
建

物
1
5
1
,7
8
2
,8
2
7

減
価
償
却
累
計
額

4
9
,4
1
1
,0
1
8

1
0
2
,3
7
1
,8
0
9

ハ
構

築
物

2
,7
3
8
,5
0
5
,4
7
7

減
価
償
却
累
計
額

1
,5
0
3
,9
3
2
,6
0
7

1
,2
3
4
,5
7
2
,8
7
0

ニ
機

械
及

び
装

置
9
3
2
,5
3
4
,2
3
9

減
価
償
却
累
計
額

6
0
4
,6
9
7
,6
3
3

3
2
7
,8
3
6
,6
0
6

ホ
車
輌
及
び
運
搬
具

5
,6
8
1
,0
0
8

減
価
償
却
累
計
額

5
,3
9
6
,9
5
8

2
8
4
,0
5
0

ヘ
工
具
器
具
及
び
備
品

1
6
,9
8
1
,2
5
9

減
価
償
却
累
計
額

6
,4
1
4
,6
7
9

1
0
,5
6
6
,5
8
0

ト
建

設
仮

勘
定

1
1
,5
3
8
,4
0
5

有
形
固
定
資
産
合
計

1
,8
0
9
,9
4
8
,9
1
6

(２
)

イ
電

話
加

入
権

8
1
8
,4
0
0

無
形
固
定
資
産
合
計

8
1
8
,4
0
0

固
定

資
産

合
計

1
,8
1
0
,7
6
7
,3
1
6

２
．

(１
)

2
1
9
,1
9
4
,9
8
8

(２
)

3
,8
3
6
,8
7
5

(３
)

1
,7
5
8
,7
8
1

2
2
4
,7
9
0
,6
4
4

2
,0
3
5
,5
5
7
,9
6
0

令
和
４
年
度
神
崎
町
水
道
事
業
予
定
貸
借
対
照
表

資
　
産
　
の
　
部

（
令
和
５
年
３
月
３
１
日
）

流
動

資
産

合
計

流
動

資
産

固
定

資
産

資
産

合
計

有
形

固
定

資
産

無
形

固
定

資
産

未
収

金

貯
蔵

品

現
金

預
金

－22－



３
．

(１
)

1
6
3
,2
1
7
,9
8
6

(２
)

1
,0
0
0
,0
0
0

固
定

負
債

合
計

1
6
4
,2
1
7
,9
8
6

４
．

(１
)

4
0
,0
5
6
,9
8
5

(2
)

2
,5
5
0
,2
9
9

(3
)

3
,1
7
2
,1
5
7

4
5
,7
7
9
,4
4
1

５
．

(１
)

2
,6
7
9
,2
2
4
,0
2
2

(２
)

1
,3
6
1
,3
9
8
,1
1
1

1
,3
1
7
,8
2
5
,9
1
1

1
,5
2
7
,8
2
3
,3
3
8

６
．

2
3
7
,2
0
4
,5
7
6

７
．

(１
)

3
2
,0
9
9
,7
6
9

(2
)

イ
当
年
度
未
処
分
利
益
剰
余
金

2
3
8
,4
3
0
,2
7
7

2
3
8
,4
3
0
,2
7
7

2
7
0
,5
3
0
,0
4
6

5
0
7
,7
3
4
,6
2
2

2
,0
3
5
,5
5
7
,9
6
0

※
退
職
給
付
引
当
金
に
つ
い
て
は
、
退
職
手
当
は
一
般
会
計
負
担
の
た
め
引
当
は
行
っ
て
い
な
い
。

利
益

剰
余

金

資
本

剰
余

金

流
動

負
債

負
　
債
　
の
　
部

負
債

資
本

合
計

剰
余

金

固
定

負
債

資
　
本
　
の
　
部

未
払

金

収
益

化
累

計
額

繰
延

収
益

合
計

資
本

金

企
業

債

繰
延

収
益

利
益

剰
余

金
合

計

流
動

負
債

合
計

長
期

前
受

金

剰
余

金
合

計

資
本

合
計

負
債

合
計

引
当

金

預
り

金

企
業

債

－23－



収　　入

千円 千円 千円 千円 千円 千円

1.水道事業収益 224,143 214,963 9,180

1.営業収益 120,313 120,601 288

1. 給水収益 120,167 120,521 354 1. 給水収益 120,167 水道料金収入 120,167

2. 受託工事収益 10 10 0 1. 受託工事収益 10 受託工事収入 10

3. その他営業収益 136 70 66 1. 材料売却収益 1 原材料売却収入 1

2. 手数料 134 設計審査・工事検査手数料等 134

3. 雑収益 1 雑収益 1

2.営業外収益 103,830 94,362 9,468

1. 受取利息 1 1 0 1. 預金利息 1 預金利息 1

2. 給水申込負担金 2,310 2,310 0 1. 給水申込負担金 2,310 水道加入負担金 2,310

3. 県補助金 12,073 7,133 4,940 1. 県補助金 12,073 水道総合対策事業補助金 12,073

4. 他会計補助金 25,000 25,000 0 1. 他会計補助金 25,000 一般会計補助金(高料金対策) 25,000

5. 長期前受金戻入 64,445 59,917 4,528 1. 長期前受金戻入 64,445 補助金による資産取得分の減価償却費の見
合い分の収益化

64,445

6. 雑収益 1 1 0 1. 雑収益 1 雑収益 1

令和４年度神崎町水道事業会計予算実施計画内訳表

収益的収入及び支出

目款 項

比 較

増
説 明

区 分

節

金 額

前 年 度
予 算 額 減

本 年 度
予 算 額
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支　　出

千円 千円 千円 千円 千円 千円

1.水道事業費用 201,987 191,379 10,608

1.営業費用 185,417 176,892 8,525

1. 42,947 39,049 3,898 1. 給料 9,423 職員　３人分 9,423

2. 手当 3,099 職員諸手当 2,809

パートタイム会計年度任用職員手当 290

12月～3月分賞与引当費 591

法定福利費引当費 110

4. 報酬 1,328 パートタイム会計年度任用職員報酬 1,328

5. 法定福利費 2,401 市町村職員共済組合負担金等 2,393

パートタイム会計年度任用職員社会保険料 8

6. 旅費 2 普通旅費 2

7. 被服費 40 作業服等購入費 40

8. 備消耗品費 434 浄水用備品、管理用品等購入費 434

9. 燃料費 344 公用車、機械等燃料費 344

10. 通信運搬費 342 テレメーター回線等使用料 342

11. 委託料 4,998 水質検査委託料 4,423

電気工作物保守検査委託料 575

12. 手数料 135 細菌検査、法定点検手数料等 135

13. 賃借料 10 機械類賃借料 10

14. 修繕費 100 浄水場機器類修繕費及び部品費 100

15. 動力費 12,165 浄水場及び取水施設等電気料 12,045

非常用発電機燃料費 120

16. 薬品費 5,192 浄水用薬品購入費 5,192

17. 材料費 100 浄水場施設補修等材料購入費 100

18. 負担金 2,133 奈良俣ダム管理負担金 2,133

2. 10,298 9,859 439 1. 給料 4,820 職員　1人分 4,820

2. 手当 1,842 職員諸手当 1,842

12月～3月分賞与引当費 660

法定福利費引当費 129

4. 法定福利費 1,283 市町村職員共済組合負担金等 1,283

5. 被服費 14 作業服等購入費 14

区 分
金 額減款 項

節本 年 度
予 算 額

比 較
説 明

前 年 度
予 算 額

配水及び給水費

原水及び浄水費

増目

賞与引当金繰入3. 701

3. 賞与引当金繰入 789
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千円 千円 千円 千円 千円 千円

6. 備消耗品費 66 配水用備消耗品購入費 66

7. 燃料費 32 公用車、機械等燃料費 32

8. 手数料 63 合材等廃材処理手数料 19

重機法定点検等手数料 44

9. 賃借料 87 配水管埋設用地賃借料 4

工事機械等賃借料 83

10. 修繕費 1,081 量水器修繕費 931

バックホー修繕費 150

11. 路面復旧費 120 合材、砕石等購入費 120

12. 材料費 100 漏水修繕等材料費 100

13. 工事請負費 1 漏水修繕等工事費 1

3. 3 3 1. 備消耗品費 1 工事用消耗品購入費 1

2. 路面復旧費 1 合材、砕石等購入費 1

3. 材料費 1 給水工事等材料購入費 1

4. 総係費 39,184 36,335 2,849 1. 給料 9,168 職員　２人分 9,168

2. 手当 2,702 職員諸手当 2,702

12月～3月分賞与引当費 1,300

法定福利費引当費 253

4. 報酬 150 水道事業運営委員会委員報酬 150

5. 法定福利費 市町村職員共済組合負担金等 2,405

公務災害補償基金負担金 42

6. 旅費 6 研修等旅費 6

7. 退職給与金 4,952 市町村総合事務組合負担金 4,952

8. 備消耗品費 494 事務用備品、消耗品費 494

9. 印刷製本費 1 納付書等印刷費 1

10. 燃料費 55 公用車燃料費 55

11. 光熱水費 47 ガス使用料・灯油代 47

12. 435 電話・インターネット使用料 218

ＦＤ送付料 22

役場庁内ＬＡＮ接続料 185

郵便、宅配送料等 10

13. 委託料 14,933 水道料金検針収納等業務委託料 14,850

企業会計システム保守料 83

14. 手数料 860 合併浄化槽維持管理手数料 44

通信運搬費

款 項 目

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較

受託工事費

賞与引当金繰入 1,553

2,447

節

3.

説 明
増 減

区 分
金 額
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千円 千円 千円 千円 千円 千円

水道料金口座振替手数料 234

コンビニ収納サービス利用手数料 362

口座振替データ伝送手数料 158

収納代行口座振替手数料 62

15. 賃借料 315 複写機賃借料 301

ＮＨＫ受信料 14

16. 修繕費 264 公用車修繕費 55

公用車車検整備費 165

備品修繕費 44

17. 交際費 30 管理者交際費 30

18. 負担金 103 日本水道協会負担金 72

利根川荒川水系連絡協議会負担金 10

職員互助会負担金 21

19. 保険料 488 浄水場火災保険料 166

水道賠償責任保険料 66

公用車自賠責保険料 60

公用車任意共済費 196

20. 公課費 39 公用車重量税 39

21. 貸倒引当金繰入 142 貸倒引当 142

5. 92,964 91,357 1,607 1. 92,964 建物減価償却費 6,182

構築物減価償却費 60,268

機械等減価償却費 25,559

工具器具等減価償却費 955

6. 資産減耗費 20 288 268 1. 固定資産除却費 10 固定資産除却費 10

2. たな卸資産減耗費 10 たな卸資産減耗費 10

7. その他営業費用 1 1 1. 雑支出 1 雑支出 1

2.営業外費用 9,570 7,487 2,083

1. 5,162 6,123 961 1. 企業債利息 5,162 企業債利息 5,162

2. 消費税 4,398 1,354 3,044 1. 消費税 4,398 消費税及び地方消費税 4,398

3. 雑支出 10 10 1. 雑支出 10 雑支出 10

3.予備費 7,000 7,000 0

1. 予備費 7,000 7,000 0

減価償却費 有形固定資産償却
費

支払利息及び諸費

款 項 目

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

区 分
金 額

比 較 節
説 明

増 減
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収　　入

千円 千円 千円 千円 千円 千円

1.資本的収入 3 44,503 44,500

企業債 0 44,500 44,500

企業債 0 44,500 44,500 1. 上水道事業債 0 廃節 0

1.負担金 3 3

1. 負担金 3 3 1. 工事負担金 1 工事負担金 1

2. 開発負担金 1 開発負担金 1

3. 他会計負担金 1 消火栓設置負担金 1

説 明
増 減

資本的収入及び支出

比 較

区 分

節

目

本 年 度
予 算 額款 項

前 年 度
予 算 額 金 額
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支　　出

千円 千円 千円 千円 千円 千円

1.資本的支出 59,815 95,429 35,614

1.建設改良費 4,622 49,502 44,880

1. 4,622 49,502 44,880 1. 賃借料 1 建設機械等賃借料 1

2. 材料費 1 工事材料費 1

3. 工事請負費 4,620 武田古原線400ｍｍ不断水バルブ設置工事 4,620

2.固定資産取得費 8,806 1,596 7,210

1. 機械及び装置費 886 1,103 217 1. 電気設備費 668 取水流量バルブ更新工事
ろ過ポンプインバーター工事
デマンド計設置工事

315
251
102

2. 量水器費 218 量水器購入費 218

2. 7,920 493 7,427 水道管路情報システム 7,700

浄水場等備品購入費 220

3.企業債償還金 39,387 37,331 2,056

1. 企業債償還金 39,387 37,331 2,056 1. 企業債償還金 39,387 企業債償還元金 39,387

4.予備費 7,000 7,000 0

1.予備費 7,000 7,000 0

工具器具及び備品
購入費

7,920

節

1. 工具器具及び備品
購入費

説 明
増 減 金 額

本 年 度
予 算 額

比 較

目款 項

前 年 度
予 算 額

浄・配水
施設改良費

区 分
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